
四日市市告示第２０５号 

 四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱を

次のように定める。 

  令和７年３月３１日 

四日市市長  森  智 広 

 

四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱の一部を改正する要  

綱 

 四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱（平成２８年四日市市告 

示第８１号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後 改正前 

（目的） （目的） 

第１条 この要綱は、担い手の育成・確保

の取組と、地域において目指すべき将来

の集約化に重点を置いた農地利用の姿

等を策定し、その実現に向けた取組を推

進する地域において、地域の担い手が農

産物の輸出の取組や将来の輸出の取組

に向けた低コスト化、品目転換及び規模

拡大並びに燃油・化学肥料の高騰、労働

力不足等のリスクに対応し得る経営の

確立、更に将来の農地集積・集約化が見

込まれる地域における担い手の農地引

受力の向上など意欲的な取組により経

営の発展に取り組む際に必要となる農

業用機械・施設（以下「機械等」という。）

の導入等についてその経費の一部を、予

算の範囲内において支援を行い、農業の

第１条 この要綱は、付加価値額の拡大

など経営発展に関する目標を定めてこ

の目標の達成に取り組む担い手を支援

するため、担い手確保・経営強化支援事

業実施要綱（平成２８年１月２０日付け

２７経営第２６１２号農林水産事務次

官依命通知。以下「国の実施要綱」とい

う。）に基づき、地域の農業の担い手の

育成・確保と、地域において目指すべき

将来の集約化に重点を置いた農地利用

の姿等を策定し、その実現に向けた取組

を推進する地域において、担い手が売上

高の拡大や経営コストの縮減に取り組

む際に必要となる農業用機械等の導入

等についてその経費の一部を、予算の範

囲内において支援を行い、経営発展を促



構造改革を一層加速化するため、補助金

の交付について必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

進するため、補助金の交付について必要

な事項を定めることを目的とする。 

  

（適用法規） （適用法規） 

第２条 補助金の交付は、担い手確保・

経営強化支援事業実施要綱（平成28年１

月20日付け27経営第2612号農林水産事

務次官依命通知。以下「国の実施要綱」

という。）及び四日市市補助金等交付規

則（昭和57年四日市市規則第11号）の定

めによるほか、この要綱に定めるところ

による。 

第２条 補助金の交付は、国の実施要綱

及び四日市市補助金等交付規則（昭和５

７年四日市市規則第１１号）の定めによ

るほか、この要綱に定めるところによ

る。 

  

（種別、補助対象者、補助の対象となる

事業及び経費、補助率及び補助金額） 

（交付対象者） 

第３条 補助金を交付する事業の種別、

補助金の交付を受けることができる者

（以下「補助対象者」という。）、補助

の対象となる事業及び経費（以下「補助

の対象となる経費」という。）、補助率

及び補助金額は、別表のとおりとする。 

第３条 補助金の交付を受けることがで

きる者は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) 地域計画（農業経営基盤強化促進法

（昭和５５年法律第６５号。以下「基

盤強化法」という。）第１９条第１項

に規定する地域計画をいう。以下同

じ。）のうち目標地図（基盤強化法第

１９条第３項の地図をいう。）に位置

付けられた者であり、次のいずれかの

要件に該当する者。 

 ア 基盤強化法第１２条第１項の認定

を受けた認定農業者（基盤強化法第



２３条第４項に規定する特定農業

法人を含む。）であること。 

 イ 基盤強化法第１４条第１項の規定

に基づき青年等就農計画の認定を

受けた認定就農者であること。 

 ウ 基盤強化法第２３条第４項に規定

する特定農業団体その他委託を受

けて農作業を行う組織（法人を除

く。）であって次の要件を全て満た

すもの。 

 (ア) 代表者の定めがあり、定款又

は規約が定められていること。 

 (イ) 共同販売経理を行っているこ

と。 

 (ウ) 目標年度までに法人化するこ

とが確実であると見込まれるこ

と。 

 エ 四日市市農業経営基盤の強化の促

進に関する基本構想（基盤強化法第

６条第１項に基づいて本市が定め

る基本構想をいう。）に示す目標所

得水準を達成している農業者及び

市長が認める者。 

 (2) 適切な人・農地プラン（人・農地プ

ランの具体的な進め方について（令和

元年６月２６日付け元経営第４９４

号農林水産省経営局長通知）同通知４

の（１）のイにより、その適切性が確

認されたものをいう。以下同じ。）に

位置付けられた中心経営体であり、前

号のアからウのいずれかの要件に該

当する者。ただし、国の実施要綱別記



１の第１の２の（６）に該当する場合

に限る。 

 (3) 農地中間管理機構（農地中間管理事

業の推進に関する法律（平成２５年法

律第１０１号。以下「農地中間管理事

業法」という。）第４条の規定による

指定を受けた法人をいう。）から賃借

権等の設定等（農地中間管理事業法第

１８条第１項に規定する賃借権の設

定等及び基盤強化法第７条の規定に

より農地中間管理機構が行う農地売

買事業等による権利の設定等をい

う。）を受けた者（設定等を受けるこ

とが確定している者を含む。）であり、

第１号のアからウまでのいずれかの

要件に該当する者。ただし、国の実施

要綱別記１の第１の２の（５）に該当

する場合に限る。 

 (4) 地域における継続的な農地利用を

図るものとして市長が認める者。 

  

 （交付対象となる事業） 

第４条 削除 第４条 補助金の交付対象となる事業

は、次の各号に掲げる要件をすべて満た

す事業とする。 

 (1) 補助対象者が自らの経営において

行う次のいずれかに掲げる事業であ

って、当該事業に要する経費につい

て、国の実施要綱別記１の第１の４の

（１）のオに規定する機関から行われ

るプロジェクト融資（以下、事業を行

う場合に活用する融資を「プロジェク



ト融資」という。）を受けていること。

ただし、前条第１号のエ及び前条第３

号に規定する補助対象者（以下「市長

が認める者」という。）については、

この限りでない。 

 ア 農産物の生産、加工、流通、販売

その他農業経営の開始若しくは改

善に必要な機械又は施設の改良、造

成、若しくは取得 

 イ 農地等の改良又は造成 

 (2) 個々の事業内容ごとに、国の実施要

綱別記１の第１の４の（１）のエの

（イ）に記載の基準を満たしているこ

と。 

  

 （補助率） 

第５条 削除 第５条 補助対象者に対する補助率は２

分の１以内とし、交付する補助金の額

は、次のアからエまでのうち最も低い額

（市長が認める者である場合は、ア又は

ウのいずれか低い額）を限度とする。 

 ア 前条第１号の事業費に２分の１を

乗じて得た額 

 イ 前条第１号の事業費のうちプロジ

ェクト融資額 

 ウ 前条第１号の事業費からプロジェ

クト融資額及び地方公共団体等によ

る助成額（農業関係機関が実施する助

成事業等の本事業に関連する助成金

を含む。）を控除して得た額 

 エ 次に該当する者ごとに次に定める

額 



 （ア） 第３条第１号又は第２号に該

当する者 法人３，０００万円、法

人以外の者１，５００万円 

 （イ） 第３条第３号に該当する者 

１００万円 

  

（交付の申請） （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする

補助対象者（以下「申請者」という。）

は、四日市市担い手確保・経営強化支援

事業費補助金交付申請書（第１号様式）

及び担い手確保・経営強化支援計画個別

経営体調書（国の実施要綱別紙様式第１

号別添１）を、市長の指定する期日まで

に、市長に提出しなければならない。 

第６条 補助金の交付を受けようとする

補助対象者（以下「申請者」という。）

は、四日市市担い手確保・経営強化支援

事業費補助金交付申請書（第１号様式）

及び担い手確保・経営強化支援計画個別

経営体調書（国の実施要綱別紙様式第１

号別紙１）を、市長の指定する期日まで

に、市長に提出しなければならない。 

２ (略) ２ (略) 

３ 申請者は、第１項の規定により交付申 

請書を提出するに当たって、当該補助金

に係る仕入れに係る消費税相当額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和63年法律第108号）に規定する仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分

の金額と当該金額に地方税法（昭和25

年法律第226号）に規定する地方消費税

率を乗じて得た金額との合計額に補助

率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

があり、かつ、その金額が明らかな場合

には、これを減額して申請しなければな

らない。ただし、次のいずれかに該当す

る場合は、この限りではない。 

 

３ 申請者は、第１項の規定により交付

申請書を提出するに当たって、当該補助

金に係る仕入れに係る消費税相当額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方

消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和63年法律第108号）に規定する仕

入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と当該金額に地方税法（昭和

25年法律第226号）に規定する地方消費

税率を乗じて得た金額との合計額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らか

な場合には、これを減額して申請しなけ

ればならない。申請時において当該補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額

が明らかでない場合は、この限りでな



 

ア 申請時において当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額が明らか

でない場合。 

イ 国の実施要綱第別記第１の４の(１)

のイの(ア)のbの(C)を補助の対象と

なる経費とする場合。 

い。 

  

（実績報告） （実績報告） 

第１８条 (略) 第１８条 (略) 

２ 第６条第３項アにより交付の申請を

した補助事業者は、前項の実績報告書を

提出するに当たり、当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額が明らかに

なった場合には、これを補助金額から減

額して提出しなければならない。 

２ 第６条第３項ただし書により交付の

申請をした補助事業者は、前項の実績報

告書を提出するに当たり、当該補助金に

係る仕入れに係る消費税等相当額が明

らかになった場合には、これを補助金額

から減額して提出しなければならない。 

３ 第６条第３項アにより交付の申請を

した補助事業者は、第１項の実績報告書

を提出した後において、消費税及び地方

消費税の申告により当該補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額が確定し

た場合には、その金額（前項の規定によ

り減額した補助事業者については、その

金額が減じた額を上回る部分の金額）に

ついて、速やかに、仕入れに係る消費税

等相当額報告書（第９号様式）を市長に

報告するとともに、市長の返還命令を受

けてこれを返還しなければならない。 

３ 第６条第３項ただし書により交付の

申請をした補助事業者は、第１項の実績

報告書を提出した後において、消費税及

び地方消費税の申告により当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が

確定した場合には、その金額（前項の規

定により減額した補助事業者について

は、その金額が減じた額を上回る部分の

金額）について、速やかに、仕入れに係

る消費税等相当額報告書（第９号様式）

を市長に報告するとともに、市長の返還

命令を受けてこれを返還しなければな

らない。 

  

（関係書類の整備） （関係書類の整備） 

第２８条 補助事業者は、事業終了年度 第２８条 補助事業者は、事業終了年度



の翌年度から起算して５年間、本事業の

実施に係る次に掲げる関係書類等を整

理保存しておくものとする。ただし、本

事業により取得し、又は効用の増加した

財産で第２４条に定める処分制限期間

を経過しない場合においては、国の実施

要綱別記１の第６の６に記載の管理関

係書類を整理保存するものとする。 

の翌年度から起算して５年間、本事業の

実施に係る次に掲げる関係書類等を整

理保存しておくものとする。ただし、本

事業により取得し、又は効用の増加した

財産で第２４条に定める処分制限期間

を経過しない場合においては、国の実施

要綱別記１の第６の６に記載の管理関

係書類を整理保存するものとする。 

(1) から(4)まで （略） (1) から(4)まで （略）  

(5) 環境負荷低減のチェックシート（第

１６号様式） 

 

 

(5) 市長が認める者の判断基準に適合

することを証する資料（第３条第３号

に該当する者に限る。） 

 

附 則 附 則 

（有効期限） （有効期限） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日

限り、その効力を失う。 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限

り、その効力を失う。 

  

 

改正後 

別表（第３条関係） 

１  

種別 

２ 

補助対象者 

３ 

補助の対象となる事業及

び経費 

４ 

補助率及び補助金額 

➀国の実施要

綱第３に掲げ

る事業のうち

担い手確保・

経営強化支援

対策 

 

国の実施要綱別記第１の４の

(１)のアに規定する要件に該

当する者 

 

国の実施要綱別記第１の

４の(１)のイの(ア)のa

に規定する事業及び経費

（個々の事業内容ごと

に、国の実施要綱別記第

１の４の（１）のイの（イ）

に記載の基準を満たして

国の実施要綱別記第

４の１の(１)のア及

びイの規定により算

定した額 



 

 

 

いること） 

 

 

②国の実施要

綱第３に掲げ

る事業のうち

地域農業構造

転換支援対策 

国の実施要綱別記第１の４の

(１)のアに規定する要件に該

当する者 

 

国の実施要綱別記第１の

４の(１)のイの(ア)のb

に規定する事業及び経費

（個々の事業内容ごと

に、国の実施要綱別記第

１の４の（１）のイの（イ）

に記載の基準を満たして

いること） 

 

国の実施要綱別記第

４の１の(２)のア又

はイの規定により算

定した額 

 

 

改正前 

 

 

第１５号様式の次に次の１様式を加える。



環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート（農業経営体向け） 

 

第１６号様式（第２８条関係） 



 



環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート（畜産経営体向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正は、告示の日から施

行する。 

 

（商工農水部農水振興課） 

 

 

 

 

 

 


